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令和６年夏に向けた環境省の取組

○ 改正気候変動適応法が令和６年４月1日に全面施行
○ 熱中症対策の一層の強化を図るための取組のうち、令和６年度に実施した主な取組は次の通り。

１．熱中症特別警戒情報（熱中症特別警戒アラート）の運用開始

２．地方公共団体職員向けの研修の実施

熱中症警戒情報（熱中症警戒アラート）に加え、今年度から新たに熱中症特別警戒情報
（熱中症特別警戒アラート）を運用している。

＜令和６年度の運用期間：令和６年4月24日～令和６年10月23日＞

熱中症特別警戒アラートが発表されたときを想定し、都道府県担当者を対象に伝達訓練を
４月～５月に計４回実施。

新たに熱中症対策の業務を担うこととなった独立行政法人
環境再生保全機構において、地域における熱中症対策の推
進のための地方公共団体職員向けの研修を実施（対面、オ
ンライン、e-ラーニング）。

＜令和６年度実績（予定含む）＞

対面10箇所、オンライン２回 参加者数 合計約1,100人

熱中症警戒アラート発表実績（令和６年７月21日時点）
令和６年 363回、令和５年同時期 195回

＜7月12日山形会場＞
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令和６年夏に向けた環境省の取組

３．指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）に関するリンク集の公開

市区町村による指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の指定状況について、環境省熱
中症予防情報サイトでリンク集を公開。

https://www.wbgt.env.go.jp/heatillness_shelter.php

環境省熱中症予防情報サイト イオンモール株式会社様より許諾済

指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）

（掲載情報イメージ）
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クーリングシェルター*¹ 暑さをしのぐための場所・施設*²

指定市区町村数（累計）

*１気候変動適応法改正法第21条で規定する指定暑熱避難施設
令和6年７月２日事務連絡「指定暑熱避難施設等の設置状況に関する情報提供について（周知依頼）」に基づき、環境省へ７月10日までに報告を受けた情報をもとに作成。
＊2 *１調査において、令和６年７月１日時点に指定と報告された数（未報告の市区町村においては、令和６年６月21日までに環境省においてHPより確認した情報をもとに作成）
＊３2014年から2023年の値は、令和５年12月実施の「令和５年度熱中症新制度の施行のための調査検討業務」より作成。2024年7月の値は、※１の同調査を元に作成
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指定市区町村数
（累計）

（ー）91６

クーリングシェルター及び
クーリングシェルター以外
のいわゆる暑さをしのぐ
場所・施設＊3（累
計）

法改正前 法改正後

クーリングシェルター＊1を運用開始している市区町村数の推移

改正気候変動法に基
づく指定暑熱避難施
設（クーリングシェル
ター）を指定している
市区町村数は、前回
調査から５倍以上の
710市区町村に増加
している。

なお、2024年9月末ま
でに指定する見込みの
ものは、899である。

また、指定暑熱避難施
設以外のいわゆる暑さ
をしのぐ施設を指定して
いる市区町村を含める
と、916である。

予定
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クーリングシェルター*¹ 暑さをしのぐための施設指定数*²

*１気候変動適応法改正法第21条で規定する指定暑熱避難施設
令和6年７月２日事務連絡「指定暑熱避難施設等の設置状況に関する情報提供について（周知依頼）」に基づき、環境省へ７月10日までに報告を受けた情報をもとに作成。
＊2 *１調査において、令和６年７月１日時点に指定と報告された数（未報告の市区町村においては、令和６年６月21日までに環境省においてHPより確認した情報をもとに作成）
＊３2014年から2023年の値は、令和５年12月実施の「令和５年度熱中症新制度の施行のための調査検討業務」より作成。2024年7月の値は、※１の同調査を元に作成

2024
7月※１2023202220212020201920182017201620152014

114364758328931753104310429802317219221231758
2023年までいわゆる暑さ
をしのぐ施設、
2024年からクーリングシェ
ルター指定数

改正気候変動法に
基づく指定暑熱避難
施設（クーリングシェ
ルター）のとして指定
された施設数は、前
回調査から２倍以
上の約11,000に増
加している。

クーリングシェルター※１を運用開始している施設数の推移

法改正前 法改正後

施設数（累計）
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梅雨明け後から８月の盛夏期において、熱中症による救急搬送者の増加が予想される。
『熱中症予防強化キャンペーン』の一環として、関係府省庁や関係機関が一体となり普及啓
発を強化し、国民の意識を高めることが重要。
関係府省庁や民間企業等にも協力を募り、効果的な発信を行う。

4．普及啓発の取組

ラジオを通じた普及啓発

① 「杉浦太陽・村上佳
菜子日曜まなびより」
熱中症特別警戒ア
ラートや熱中症警戒
アラート等の新たな
情報を発信。

（7/7 全国38局ネットで放送）

② 各地のラジオ局と連携した天気情報・予報に合
わせた「熱中症予防」を各番組パーソナリティに
て啓発を実施（８月予定）。

高齢者の利用率が高いラジオを通じた普及啓発を
実施

＜撮影時の写真＞

＜全国29局
（予定）＞

環境省サイトやSNSによる情報発信

＜熱中症予防情報サイト＞

＜サイト訪問数（ページビュー）>
2024年(4/24～6/30）

：約1,900万人
2023年(4/26～6/30）

：約1,200万人

① 環境省熱中症予防情報サイトに、熱中症予防
に資する情報や暑さ指数等の情報を掲載。

② 環境省では公式XやFacebook、LINEアカウント
から熱中症の情報を発信。

＜登録者数（7月16日時点）＞
X ：約35万人
Facebook：約７千人
LINE ：約30万人
（LINEは熱中症関連のみの発信）

○熱中症関連府省庁と連携し、情報発信を行った。
○盛夏に向けて７日間連続投稿を実施中。
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企業・団体と連携した普及啓発

熱中症予防イベント出席

暑熱環境への適応策の
一環として、企業や自治
体などと連携し「大手町・
丸の内・有楽町夏祭り
2024『丸の内 de 打ち
水』」を実施予定
（７/26予定）

＜※写真は昨年度＞

動画配信・活用

環境省Youtubeによ
る配信とデジタルサ
イネージにて啓発。

＜※写真は豊島区より提供＞

鉄道事業者によるポスター掲示

主要駅において、ポス
ターを掲示し利用者に
対して熱中症対策に関
する情報発信を実施。

＜※写真は昨年度＞

大型ビジョンを活用した情報発信

アルタビジョン新宿や原宿
表参道ビジョンといった全
国18箇所の大型ビジョン
において、当該地域の暑
さ指数情報を放映。
（7/1～8/31）

＜ラジ館VISION＞

今後、講演会を通じた熱中症対策における情報提供を予定
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